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研究成果の概要（和文）： （１）人口減少がもたらす労働力人口の減少の影響を緩和する為の対策の一つに、
高齢者の労働力の活用がある。そのため、高齢者の健康への公共投資が集積や経済成長に及ぼす影響を明らかに
した。
（２）出生率や子育て支援を検討する際には、地域間の所得格差や出生率の格差、および受益者と負担者の政治
的な対立などを考慮に入れなければならない。そのため、所得再分配政策とそれに付随する政治経済学的要素を
取り入れることにより、出生率を分析するための基礎的なモデルを構築した。
（３）子どもを一生もたない家計の割合の上昇という現象をマクロ動学モデルの中に入れて、無子割合の上昇が
経済にどのような影響を及ぼすのかを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：(1) One of the measures to mitigate the impact of the decline in the labor 
force caused by the population decline is the utilization of the labor force of the elderly. 
Therefore, we clarified the influence of public investment for the health of elderly people on 
agglomeration and economic growth.
(2) When considering the birth rate and childcare support, it is necessary to take into account 
income disparities and the differences in birth rates between regions. Furthermore, political 
conflicts between beneficiaries and burdeners of childcare policies also should be analyzed. I 
incorporated an income redistribution policy and political problems into a model of agglomeration 
and migration. This model will be extended to analyze the relationship between birth rates and 
economic growth. 
(3) We analyze what kind of effect an increase in the childlessness rate has on the economic growth 
and regional disparities by using a growth model with two regions.

研究分野： 経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
①高齢化と労働力人口の減少を緩和するための高齢者の健康への投資が長期的な経済成長に及ぼす影響、②地方
政府の政策に影響を及ぼそうとする圧力団体の存在が政府の政策と地域間の人口移動に及ぼす影響、③都市・地
域の人口格差と出生率の関係、④子どもをもたない家計の割合が上昇することによってもたらされる社会の制度
的変化、規範の変化等を考察した。これらは重要な問題にもかかわらず、これまでに十分に検討されてこなかっ
たか、分析はされていてもその背景にある経済的なメカニズムの指摘が不十分であった。これらの点に焦点を当
てることにより、既存の研究で言及が不十分であった件を明らかにしてきた。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 わが国においては，長期的に見ると，出生率が低下傾向を示す一方で，平均寿命は長くなっ
てきている．この二つの現象により，少子高齢化が進んできた．また，地域間の人口移動を見
ると，地方から都市への人口移動は続いており，このことが一層の少子化をもたらす可能性も
高い．少子高齢化は労働力人口を減少させること，賦課方式の社会保障の持続可能性を弱める
こと，地方における人口の減少やコミュニティーの維持が困難になることなどさまざまな形で
経済活動にインパクトを与えうる．本研究では今後のわが国のように，ある程度人口が減少す
るということを前提として，都市と地方の出生行動の相違や両地域間の人々の移動などが，一
国の経済成長率をはじめとする種々の経済変数や人口の増減にどのような影響を及ぼすのかを
考える．また，政府のさまざまな政策が人口の変動や経済活動にどのような影響を及ぼすのか
を明らかにする． 
 
２．研究の目的 
本研究は，人口減少社会における都市と地方の人口動態と経済成長に対する理論・実証研究を
行うことを目的とする．既存研究においても，家計の出生行動と少子化を検討しているものは
多いが，都市と地方における出生行動の違い，および地域間の人口移動という点については議
論の余地が残る． 
そこで本研究では，地域間の移動が可能な家計の出生行動を分析し，経済成長を持続可能に

するための政府の政策や役割について検討するための新たな枠組みを構築する．具体的には，
(1) 都市と地方の出生行動の違いや地域間の人口移動と経済成長との関係，(2) 年金制度や子ど
も手当などの補助金が家計の出生行動に与える影響，(3) 人口減少社会における出生率の回復
と持続的経済成長を可能にするための政府の役割という 3 点に焦点を当て分析する． 

 
３．研究の方法 
 本研究を行ううえでは，経済活動を長期的に考慮するための経済成長論，都市と地域の問題
を分析するためにはいわゆる「新しい経済地理」，人口を考える際では，人口経済学などの分野
を統合しなければならない．具体的には，新しい経済地理分野における複数地域モデルにおけ
る集積のメリットやデメリットを考慮に入れたモデルに経済成長論で取り入れられる動学的な
要素を加え，さらに人々の出生行動を明らかにするようなフレームワークを足すことによって，
プロトタイプのモデルを作成する．さらに，これをベースとして，さまざまな政府の政策やそ
れに対する人々の反応を考慮に入れた政治経済学的要素を取り入れて，分析を拡張した． 
 
４．研究成果 
 最終的に，3 本の査読つき論文を成果として発表し，さらに雑誌論文としては未公刊ではあ
るが，新しいモデルを学会にて報告することができた．以下に主要な成果を記載する．主要な
成果の第1にあげられるのは，"Precautionary public health，ageing and urban agglomeration" 
(Asia-Pacific Journal of Regional Science)であり，これは健康を維持するための政府の支
出が高齢化や都市部への集積に対してどのように影響を及ぼすのかを検討した．主要な成果の
第 2には，「地域間人口移動の政治経済学」（『九州経済学会年報』）がある．この論文では，都
市と地方という複数の都市が存在する状況を考えた．地方都市の政府が当該地域において，相
対的に多くを占める非熟練労働に対して，配慮するような政策を採用することにより，地方都
市から都市部への熟練労働者の移動が生じ，結果として，地域間の格差が広がってしまう可能
性を示した．主要な成果の第 3は，"Migration and the role of ‘farmers’ in a two‐region 
model" (Regional Science Policy and Practice)である．この論文では，第 2の論文をさらに
貿易を伴うような状況へと拡張した．これは，例えば，EUにおけるドイツと一部の南欧諸国の
ような状況とみなすことが可能である．Periphery とみなされるような国における保護主義的
な政策が当該国における知識水準の高い労働者の Core への流出を招き，結果として，Core と
Periphery との格差を拡大してしまう可能性を示した．これらの論文は，今後における都市と
地域の出生率を反映させるためのベースとなると思われる．第 2，第 3 の論文においては，出
生率を直接取り扱うことはしていないものの，都市と地域の人口移動を政府の政策やそれに反
応する住民の行動も含めてモデルの中で取り扱っている．政府の政策やそれに対して住民が政
府に圧力をかけるような状況は，出生行動を分析する上できわめて重要な要素であり（例えば，
出生率を上昇させるような政府の政策とそれに反対する団体との関係などが考えられる），今後
の分析へのフレームワークを作ることができたと考えられる．第 4の成果は「無子割合の上昇
とマクロ経済動学」である（日本地域学会第 54回（2017 年度）年次大会報告論文）．我が国を
はじめとする先進国では現在，子どもを一生涯において一人も生まない女性の割合が上昇傾向
にある．そこで，従来の多くのマクロ動学モデルの研究ではあまり注目されてこなかった「子
どもを持たない家計の存在」を明示的にモデルに組み入れることにより，無子率の上昇が地域
間の人口分布，経済成長率，および人々の校正にどのように影響を及ぼすのかを明らかにした． 
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